
議員提出第１２号議案 

 

   固定資産税における償却資産に関する意見書 

 上記の議案を別紙のとおり、会議規則第１３条第１項の規定により提

出する。 

  平成２１年１２月１７日 

         提 出 者 

足立区議会議員  長  井  まさのり 

同        長  塩  英  治 

同        秋  山  ひでとし 

同        鈴  木     進 

同        伊  藤  和  彦 

同        古  性  重  則 

同        前  野  和  男 

同        う す い  浩  一 

同        吉  岡     茂 

 

足立区議会議長  鴨 下  稔  様 

 

（提案理由） 

 国会及び政府に対し、納税者が納得して納税できる制度への改善と申

告しやすい環境を整えるよう求めるため、本案を提出する。 



固定資産税における償却資産に関する意見書 

 

地方税法第３５１条では、償却資産に対して課する固定資産税の課税

標準額が１５０万円に満たない場合には、固定資産税を課すことができ

ないとする免税点を定めている。 

 現行の免税点は、平成３年に定められ、既に２０年近く経過している。

その間の経済価値は大幅に上昇、極めて小規模な設備等の償却資産も課

税対象となり、長引く不況に苦しむ小規模事業者の経営を圧迫している。 

 また、免税点制度では、課税標準額が免税点未満の場合は課税されな

いが、免税点以上になるとその総額に課税されるため、納税者に不公平

感を与えている。 

 その上、償却資産の申告期限は１月３１日であるが、多くの小規模事

業者は所得税確定申告の申告期限である３月１５日を念頭に決算準備を

進めている。償却資産の申告事項と所得税の決算書の記載事項は密接に

関連しており、両者の申告期限を同日とすることが、小規模事業者の申

告事務の負担軽減につながるものと考える。 

 よって、足立区議会は国会及び政府に対し、納税者が納得して納税で

きる制度への改善と申告しやすい環境を整えるため、下記事項の実現を

強く求めるものである。 

記 

１ 固定資産税における償却資産の免税点を基礎控除に改めるとともに、 

控除額を大幅に引き上げること。 

２ 償却資産の申告期限を３月１５日とすること。 

３ 所得税の確定申告を行った場合には、償却資産税の申告書の提出を

省略できるようにすること。 

以上、地方自治法第９９条の規定により、意見書を提出する。 

 平成  年  月  日 

議  長  名 



衆議院議長 

参議院議長 

内閣総理大臣  あ て 

総務大臣 

財務大臣   


